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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 1,763,927

建物 7,417,406

減価償却累計額（△） △ 3,637,865 3,779,540

構築物 919,982

減価償却累計額（△） △ 448,659 471,323

工具器具備品 1,774,712

減価償却累計額（△） △ 1,670,802 103,909

図書 408,748

美術品・収蔵品 3,050

船舶 65,830

減価償却累計額（△） △ 60,083 5,746

車両運搬具 16,828

減価償却累計額（△） △ 15,549 1,279

　有形固定資産合計 6,537,526

２　無形固定資産

特許権 245

ソフトウェア 840

電話加入権 143

　無形固定資産合計 1,228

　固定資産合計 6,538,755

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 462,731

未収学生納付金収入 9,870

前払費用 2,158

立替金 5,651
その他 26,877
　流動資産合計 507,288

　資産合計 7,046,044

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 463,293

資産見返補助金等 213,147

資産見返寄附金 29,501

資産見返物品受贈額 352,257 1,058,200

長期リース債務 1,828

資産除去債務 6,887

固定負債合計 1,066,916

Ⅱ　流動負債

寄附金債務 51,120

短期リース債務 40,706

前受受託研究費 58

前受共同研究費 3,533

前受金 2,849

預り金 9,384

預り科学研究費補助金等 18,349

未払金 187,003

流動負債合計 313,006

　負債合計 1,379,923

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 6,317,529

資本金合計 6,317,529

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 3,089,788

損益外減価償却累計額（△） △ 4,008,915

損益外減損損失累計額（△） △ 53

損益外利息費用累計額（△） △ 2,278

　資本剰余金合計 △ 921,459

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 58,008

教育研究環境整備積立金 107,934

積立金 12,250

当期未処分利益 91,858

（うち当期総利益） (91,858)

利益剰余金合計 270,051

　純資産合計 5,666,121

　　負債純資産合計 7,046,044

貸借対照表
（令和４年３月３１日）
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（単位：千円）

経常費用

　業務費

　　教育経費 369,891

　　研究経費 140,158

　　教育研究支援経費 87,159

　　受託研究費 8,115

　　共同研究費 5,420

　　受託事業費 10,736

　　役員人件費 55,206

　　教員人件費 661,737

　　職員人件費 609,336 1,947,762

　一般管理費 177,529

　財務費用

　　支払利息 804            804

　雑損 140

　　　経常費用合計 2,126,237

経常収益

　運営費交付金収益 1,373,891

　授業料収益 406,650

　公開講座等収益 3,078

　入学金収益 64,578

　検定料収益 8,672

　受託研究収益 8,115

　共同研究収益 5,420

　受託事業等収益 10,736

　施設費収益 29,509

　補助金等収益 69,505

　寄附金収益 23,760

　財務収益

　　受取利息 2 2

　資産見返負債戻入

　　資産見返運営費交付金等戻入 54,205

　　資産見返補助金戻入 8,448

　　資産見返寄附金戻入 8,951 71,604

　雑益

　　研究関連収入 10,786

　　財産貸付料収入 26,459

　　その他の雑益 10,397 47,642

　　　経常収益合計 2,123,167

経常利益 △ 3,069

臨時損失

　固定資産除却損 0 0

臨時利益

　運営費交付金収益 55,926

　固定資産売却益 149

　資産見返負債戻入

　　資産見返運営費交付金等戻入 0

　　資産見返補助金戻入 0

　　資産見返寄附金戻入 0

　　資産見返物品受贈額戻入 0 0 56,076

当期純利益 53,006

目的積立金取崩額 38,851

当期総利益 91,858

損益計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）　
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 449,889

人件費支出 △ 1,450,348

その他の業務支出 △ 169,799

運営費交付金収入 1,344,166

授業料収入 362,470

入学金収入 52,217

検定料収入 8,672

受託研究収入 8,084

共同研究収入 5,703

受託事業等収入 6,939

補助金等収入 56,214

補助金等の精算による返還金の支出 △ 1,243

寄附金収入 27,181

財産の賃貸等による収入 26,407

その他の収入 24,581

預り科学研究費補助金等の増減額 △ 2,583

　小計 △ 151,226

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 151,226

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 400,000

有価証券の売却による収入 1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 592,831

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 150

施設費による収入 126,970
　小計 134,288

利息及び配当金の受取額 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 134,291

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 43,860

　　小計 △ 43,860

利息の支払額 △ 845

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 44,706

Ⅳ 資金に係る換算差額 -

Ⅴ 資金増加額 △ 61,641

Ⅵ 資金期首残高 524,372

Ⅶ 資金期末残高 462,731

キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

 ３



Ⅰ　当期未処分利益 91,858,216

当期総利益 91,858,216

Ⅱ　積立金振替額 165,942,802

前中期目標期間繰越積立金 58,008,049

目的積立金 107,934,753

Ⅲ　利益処分額

積立金 257,801,018

利益の処分に関する書類

（単位：円）

４



Ⅰ 業務費用

（1）損益計算書上の費用

業務費 1,947,762

一般管理費 177,529

財務費用 804

雑損 140

臨時損失 0 2,126,237

（2）（控除）自己収入等

授業料収益 △ 406,650

公開講座等収益 △ 3,078

入学料収益 △ 64,578

検定料収益 △ 8,672

受託研究収益 △ 8,115

共同研究収益 △ 5,420

受託事業等収益 △ 10,736

寄附金収益 △ 23,760

資産見返寄附金戻入 △ 8,951

資産見返運営費交付金等戻入 △ 11,758

財務収益 △ 2

雑益 △ 36,856

固定資産売却益 △ 149

臨時利益 △ 0 △ 588,731

業務費用合計 1,537,506

Ⅱ 損益外減価償却相当額 287,702

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -

Ⅳ 損益外利息費用相当額 152

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △ 4,112

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 89,222

Ⅷ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用

1

政府出資等の機会費用 11,064 11,066

Ⅸ （控除）国庫納付額　　 -

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 1,921,536

国立大学法人等業務実施コスト計算書

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

（単位：千円）
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【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法

(1)有形固定資産

(2）無形固定資産

３．賞与引当金及び見積額の計上基準

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

５．有価証券の評価基準及び評価方法

６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

注記事項

　当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注
解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議　平成30年６月11日改訂））及び「「国立大学法人会計基
準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省　日本公認会計士協会　令和２年
12月24日最終改訂）（以下「国立大学法人会計基準等」という。）に加えて、改訂後の国立大学法人会計基
準（令和４年２月10日改訂）等のうち令和３事業年度から適用とされている以下の項目に係る規定を適用し
て、財務諸表等を作成しております。

・会計上の見積りの開示
・引当特定資産の会計処理のうち国立大学法人等債償還引当特定資産に係る部分
・附属明細書のうち引当特定資産の明細

　原則として、期間進行基準を採用しております。
　なお、「機能強化経費」「特殊要因経費」で措置された運営費交付金については、文部科学省の指定に
従い業務達成基準または費用進行基準を採用しております。

　定額法を採用しております。
　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下の
とおりです。

建 物 ２～４７年

構 築 物 ２～５３年

工具器具備品 ２～１０年

船 舶 ２～７年

車 両 運 搬 具 ２～６年

　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等
（国立大学法人会計基準第91）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として、減損損失
相当額については損益外減損損失累計額として、資本剰余金から控除して表示しております。
　なお、国から承継した償却資産については見積耐用年数で、受託研究等を財源として取得した償却資
産については、当該受託研究等期間で減価償却しております。

　定額法を採用しております。
　なお、特許権については８年、法人内利用のソフトウエアについては、法人内の利用可能期間(５年)
に基づいております。

　役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる
ため、賞与引当金は計上しておりません。
　また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外
賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上し
ておりません。
　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人会計
基準第88第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

(1)満期保有目的債券
　　償却原価法（定額法）

(1)国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
　　近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

 (2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率　　

　　文部科学省から通知された機会費用の算定利回りに基づき算定しております。
　　なお、令和３年度における機会費用の算定に係る利回りは0.21%となっております。
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７．リース取引の会計処理

８．消費税等の会計処理

９．財務諸表の表示単位

【貸借対照表関係】
１．引当外賞与見積額

２．退職手当見積額

【キャッシュ･フロー計算書関係】
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金

資金期末残高

２．重要な非資金取引の内容

当期に受け入れた現物寄附の額は14,981千円です。

【金融商品の時価等に関する事項】
１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

（単位:千円）

（1）現金及び預金

（2）未払金

(注) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金

②未払金

　リース料総額が３,０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

　財務諸表及び附属明細書は、利益の処分に関する書類（案）を除き、千円未満切捨てにより作成してお
ります。

  運営費交付金により財源措置が行われるため賞与引当金の対象外とした引当外賞与の見積額は
61,506千円です。

  運営費交付金により財源措置が行われるため退職給付引当金の対象外とした退職給付債務の見積額は
886,583千円です。

462,731 千円

462,731 千円

　当法人は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　また、資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づ
き、有価証券を取得する場合は預金、公債等とし、株式等は保有しない方針であります。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

462,731 462,731 －

(187,003) (187,003) －

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

7



【賃貸等不動産の時価等に関する事項】

（単位：千円）

（単位：千円）

【資産除去債務】
１．資産除去債務の概要

２．資産除去債務の金額の算定方法

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高

時の経過による調整額

期末残高

【会計上の見積りに関する事項】
　記載すべき事項はありません。

【減損会計関係】
１．減損の兆候が認められた固定資産の概要

（単位：千円）

２．認められた減損の兆候の概要

　稼働率が50％を下回った状態が継続しております。

３．減損の認識に至らなかった理由

【重要な債務負担行為】
　記載すべき事項はありません。

【重要な後発事象】
　記載すべき事項はありません。

合宿研修所 建物 学外者宿泊施 鹿児島県鹿屋市白水町 36,401
郷之原宿舎３号棟 建物 職員宿舎 鹿児島県鹿屋市郷之原町 40,215

　当法人は白水地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当
期増減額及び時価は次のとおりであります。

貸借対照表計上額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

賃貸費用
その他

（売却損益等）

145,746 △ 12,547 133,199 138,866

(12,547)

(注) 「賃貸費用」には損益外減価償却相当額が含まれており、当該金額は（　　）で内数として記
　　載しております。

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

(注2) 当期末の時価は、主として「固定資産税評価額」を基に当法人で算定した金額であります。

　また、賃貸等不動産に関する令和４年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであり
ます。

賃貸収益

　当該資産は現在も稼働しており、将来的な稼働も見込まれていることから減損の認識に至らなかったも
のであります。

件名 種類 用途 場所

16,993
21,293

－

帳簿価額

建物非常勤講師宿泊施設

　海岸法に基づき、国から土地の占有許可を受け設置している構築物の除去費用等であります。

　使用見込期間を減価償却資産の耐用年数等に関する省令を基に、取得から24年と見積もり、割引率につ
いては、長期国債残存年数別国債利回り2.257％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

6,735千円

152千円

6,887千円

学外者宿泊施 鹿児島県鹿屋市白水町 10,705
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附属明細書

 1.固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細　・・

 2.たな卸資産の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 3.無償使用国有財産等の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・

 4.ＰＦＩの明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 5.有価証券の明細

  5-1 流動資産として計上された有価証券 　・・・・・・・・・・・

  5-2 投資その他の資産として計上された有価証券 　・・・・・・・

 6.特定引当資産の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・

 7.出資金の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 8.長期貸付金の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 9.借入金の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

10.国立大学法人等債の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・

11.引当金の明細

 11-1 引当金の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 11-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 　・・・・・・・・・・・

 11-3 退職給付引当金の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・

12.資産除去債務の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

13.保証債務の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

14.資本金及び資本剰余金の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・

15.積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

 15-1 積立金の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 15-2 目的積立金の取崩しの明細 　・・・・・・・・・・・・・・・

16.業務費及び一般管理費の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・

17.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

 17-1 運営費交付金債務 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 17-2 運営費交付金収益 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

18.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

 18-1 施設費の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 18-2 補助金等の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

19.役員及び教職員の給与の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・

20.開示すべきセグメント情報　　・・・・・・・・・・・・・・・・

21.寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細　

 21-1 寄附金債務の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 21-2 寄附金の受入額の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

22.受託研究の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

23.共同研究の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

24.受託事業等の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

25.科学研究費補助金の明細　　・・・・・・・・・・・・・・・・・

26.上記以外の主な資産、負債の明細

 26-1 現金及び預金の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 26-2 未払金の明細 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
27.関連公益法人等に関する明細　　・・・・・・・・・・・・・・・10
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（単位：千円）

差　引

当期償却額
当　期
損益内

当　期
損益外

当期末残高

建　　　物 6,493,585 96,727 - 6,590,313 3,354,753 234,260 - - - 3,235,560

構　築　物 756,595 46,701 286 803,010 371,606 37,939 - - - 431,403

工具器具備品 281,418 - 4,481 276,937 271,928 15,501 - - - 5,008

船　　　舶 10,627 - - 10,627 10,627 - - - - 0

計 7,542,226 143,429 4,768 7,680,888 4,008,915 287,702 - - - 3,671,972

建　　　物 810,646 16,446 - 827,092 283,112 32,221 - - - 543,980

構　築　物 114,246 2,725 - 116,972 77,052 3,610 - - - 39,920

工具器具備品 1,629,163 24,040 155,428 1,497,775 1,398,874 74,116 - - - 98,901

図　　　書 407,934 813 - 408,748 - - - - - 408,748

船　　　舶 55,203 - - 55,203 49,456 3,853 - - - 5,746

車両運搬具 17,037 830 1,038 16,828 15,549 743 - - - 1,279

計 3,034,232 44,855 156,467 2,922,620 1,824,044 114,545 - - - 1,098,576

非償却資産

土　　　地 1,760,304 3,623 - 1,763,927 - - - - - 1,763,927

美術品･収蔵品 3,050 - - 3,050 - - - - - 3,050

建設仮勘定 - 29,003 29,003 - - - - - - -

計 1,763,354 32,626 29,003 1,766,977 - - - - - 1,766,977

有形固定資産合
計

土　　　地 1,760,304 3,623 - 1,763,927 - - - - - 1,763,927

建　　　物 7,304,232 113,174 - 7,417,406 3,637,865 266,481 - - - 3,779,540

構　築　物 870,842 49,427 286 919,982 448,659 41,550 - - - 471,323

工具器具備品 1,910,582 24,040 159,910 1,774,712 1,670,802 89,618 - - - 103,909

図　　　書 407,934 813 - 408,748 - - - - - 408,748

美術品･収蔵品 3,050 - - 3,050 - - - - - 3,050

船　　　舶 65,830 - - 65,830 60,083 3,853 - - - 5,746

車両運搬具 17,037 830 1,038 16,828 15,549 743 - - - 1,279

建設仮勘定 - 29,003 29,003 - - - - - - -

計 12,339,813 220,912 190,239 12,370,486 5,832,960 402,247 - - - 6,537,526

無形固定資産 特　許　権 4,369 - - 4,369 4,124 151 - - - 245

ソフトウェア 128,698 - 14,330 114,367 113,527 1,008 - - - 840

電話加入権 197 - - 197 - - 53 - - 143

計 133,265 - 14,330 118,934 117,652 1,160 53 - - 1,228

（注1）当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。

１．建物

　 クラブハウス 38,716千円

　 屋内実験プール　プール循環ろ過設備 35,612千円

　 ２.構築物

サッカー場芝 36,620千円

（注2）当期減少額のうち主なものは以下のとおりであります。

１.工具器具備品

118,650千円

当期減少額 期末残高 摘　要

（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８４　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１　資産除去債務
      に係る特定の除却費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。)並びに減損損失の明細

減価償却累計額 減損損失累計額

有形固定資産
（特定償却資
産）

ヒト身体運動の発現メカニズムに関する生体機能を
内面・外面から評価するシステム

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

資産の種類 期首残高 当期増加額

  1



（２）　たな卸資産の明細

該当事項はありません。

（３）　無償使用国有財産等の明細

（単位：㎡，千円）

（４）　ＰＦＩの明細

該当事項はありません。

（５）　有価証券の明細

（５）-１　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

（５）-２　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

（６）　特定引当資産の明細

該当事項はありません。

（７）　出資金の明細

該当事項はありません。

（８）　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

（９）　借入金の明細

該当事項はありません。

（10）　国立大学法人等債の明細

該当事項はありません。

（11）引当金の明細

（11）-１　引当金の明細

該当事項はありません。

（11）-２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当事項はありません。

（11）-３　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

（12）　資産除去債務の明細

（単位：千円）

（13）　保証債務の明細

該当事項はありません。

海岸法に
基づく占
用許可

6,735 152 - 6,887 基準第91特定有り

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

合　　計 461.33 1

区分 種　別

小　計 461.33 1

土　　地 斜路敷地
鹿児島県鹿屋市高須町2458-1
の地先

461.33 ｺﾝｸﾘｰﾄ造 1

所在地 面　積 構　造
機会費用の
金　　　額

摘　要
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（14）　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：千円）

資本剰余金

政府承継

目的積立金

（15）-１　積立金の明細

（単位：千円）

（15）-２　目的積立金の取崩しの明細

（単位：千円）

2,608 84,820合　計 49,458 2,920 9,900 13,222 6,710

2,608 38,851

中期目標期間終了時
の積立金への振替額

- - - - - - -

小　計 3,490 2,920 9,900 13,222 6,710

　修繕費 - - - 13,222 - - 13,222

研究経費

- 101

　消耗品費 2,153 - - - - - 2,153

　報酬・委託・手数料 101 - - - -

　修繕費 1,234 2,920 9,900 - 6,710 2,608 23,373

教育経費

- 7,252

小計 45,968 - - - - - 45,968

- - - 38,716

建物附属設備 7,252 - - - -

　　積立金の名称
　　及び事業名

教育研究環境整備積立金

屋外複合型クラブ
ハウス新営工事

屋内実験プール
外壁改修工事

大学院体育学研
究科棟屋上防水

改修工事

学内共同利用
設備整備事業

白水団地・高須
団地井戸メンテ

ナンス工事

大学院棟前渡
り廊下等防水
改修工事

計

建物 38,716 - -

（15）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

計 180,042 82,970 84,820 178,193

準用通則法第44
条第1項積立金

10,573

前中期目標期間
繰越積立金

58,008 - - 58,008

準用通則法第44
条第3項積立金

111,461 81,293 84,820 107,934 注）２

1,677 - 12,250 注）１

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

差　引　計 △ 777,035 △ 144,424 0 △ 921,459

損益外利息費用累計額 △ 2,126 △ 152 - △ 2,278
資産除去債務の
時の経過による
調整額

損益外減損損失累計額 △ 53 - - △ 53

損益外減価償却累計額 △ 3,725,982 △ 287,702 △ 4,768 △ 4,008,915
特定償却資産
の除却

△ 30,558
特定償却資産
の除却

計 2,951,126 143,429 4,768 3,089,788

損益外除売却差額相当額

3,258 - - 3,258

2,697,657 - 2,795,118
特定償却資産
の取得

97,461

資本剰余金

計 6,317,529 - - 6,317,529

資　本　金政府出資金 6,317,529 - - 6,317,529

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

276,001
特定償却資産
の取得

45,968 - 321,969

△ 25,789 - 4,768

施設費

注）１　当期増加額は、令和２年度の利益処分によるものであります。

注）２　当期増加額は、令和２年度の利益処分によるものであり、当期減少額は、当該積立金の使途に沿った資産の取得及び費用の
発生によるものであります。
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（16）　業務費及び一般管理費の明細

(単位：千円)

教員人件費

常勤教員給与

賞与

職員人件費

非常勤職員給与

給料

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

報酬・委託・手数料 2,021 8,115

635

2

200

272

3,949

366

409 409409

257 257 257

受託研究費

減価償却費 36,383 87,159

報酬･委託･手数料 2,873

諸会費 274

修繕費 494

保守費 12,573

通信運搬費 7,261

水道光熱費 1,523

旅費交通費 67

備品費 843

印刷製本費 473

教育研究支援経費

消耗品費 24,391

減価償却費 35,894

雑費 40 140,158

租税公課 1

報酬･委託･手数料 15,399

諸会費 3,331

保守費 692

修繕費 19,911

賃借料 207

旅費交通費 6,653

通信運搬費 1,181

印刷製本費 1,741

水道光熱費 7,775

27,554

備品費 19,772

消耗品費

研究経費

25,187

雑費 3,753 369,891

減価償却費

85,920

租税公課 111

奨学費

報酬･委託･手数料 34,176

諸会費 898

修繕費

広告宣伝費 782

損害保険料

5,980

65,673

8,000

通信運搬費

601

62,356

8,772

20,699

34,024

印刷製本費

水道光熱費

2,097

賃借料

保守費

10,738

教育経費

旅費交通費

消耗品費

車両燃料費

備品費

115
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職員人件費

非常勤職員給与

給料

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

諸会費

報酬・委託・手数料

減価償却費

職員人件費

非常勤職員給与

給料

法定福利費

消耗品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

保守費

損害保険料

報酬・委託・手数料

租税公課

福利厚生費

保守費 9,524

賃借料 200

車両燃料費 116

旅費交通費 4,113

通信運搬費 4,567

印刷製本費 8,046

水道光熱費 4,001

消耗品費 19,087

備品費 4,659

一般管理費

給料 80,922

法定福利費 9,231 90,154 609,336

法定福利費 24,622 519,182

非常勤職員給与

賞与 100,855

退職給付費用 70,604

常勤職員給与

給料 323,100

職員人件費

給料 20,890

法定福利費 15 20,906 661,737

法定福利費 30,505 640,831

非常勤教員給与

賞与 103,248

退職給付費用 89,646

常勤教員給与

給料 417,430

教員人件費

退職給付費用 9,046

法定福利費 1,921 55,206

報酬 33,129

賞与 11,109

役員人件費

5,228

158 10,736

4

96

356

180

267

1,223

158

1,448

102 1,613 1,613

1,511

5,420

受託事業費

859

647

20

1

643

38

1,294

65

1,432

417 417 417

共同研究費

77
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（17）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（17）-１　運営費交付金債務

(単位：千円)

注）当期振替額の運営費交付金収益には、国立大学法人会計基準注解56第3項の規定に基づき、臨時利益に計上した55,926千円が含まれております。

（17）-２　運営費交付金収益

（単位：千円)

注）国立大学法人会計基準第７８第３項の規定に基づき、運営費交付金債務の残高を全額収益に振り替えております。

（18）　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（18）-１　施設費の明細

（単位：千円）

その他

14,185 -

29,509 -

摘　要

（白水）環境整備
（サッカー場改修）
工事

52,439 - 46,701 5,737 -

計 126,970 - 97,461

（白水）ライフライ
ン再生（給排水設
備）工事

57,531 - 47,944 9,586 -

営繕事業 17,000 - 2,814

区　分 当期交付額 建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金

当期振替額

収益

合　計 1,089 1,332,556847

847 35,28518,705

-

-

76,619

- 31,387

会計基準第78第3項
による振替額(注)

1,089

業務等区分 平成３０年度交付分 令和３年度交付分

期間進行基準 -

費用進行基準 -

1,089 - 1,089

80,111

55,926

令和３年度 - 1,344,166

1,262,392

業務達成基準

注記事項 常勤職員とは、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）
に基づく「常勤職員」､「在外職員」､「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員のことで
あり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「国立大学法人等の役員の報酬及び職員の給与の水準の公表
方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことであります。

交付年度 期首残高 交付金当期交付額
資本剰余金 小　計

減価償却費 17,381

雑費 4,881 177,529

報酬･委託･手数料 60,054

租税公課 3,126

諸会費 3,558

会議費 142

損害保険料 3,337

広告宣伝費 2,750

修繕費 27,901

-

11,609

-

-

95,325

1,441,427 -

当期振替額

期末残高運営費交付
金収益

資産見返運
営費交付金

-

令和２年度交付分

-

1,332,556 - 1,344,166 -

95,325 -

-

-

- 1,089

1,344,166

-

1,429,818 11,609

-

令和２年度

令和元年度 847 -847 847

令和元年度交付分

平成30年度 -

95,325 - 95,325 -

合　計 97,261

合　計

1,262,392

31,387

1,429,818

3,492
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（18）-２　補助金等の明細

（単位：千円）

（19）　役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円､人）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

①

②

③

④

⑤

⑥

（20）　開示すべきセグメント情報

該当事項はありません。

競輪公益資金によ
る体育事業その他
の公益の増進を目
的とする事業に関
する補助金

公益財団法人ＪＫＡ

直接経費 - 2,999 - - 635 2,363 -
その他につい
ては返還金を
記載

教職員の給与及び退職手当については、国立大学法人鹿屋体育大学職員給与規則及び国立大学法人鹿屋体育大学職員退職手当規則に基づき支給
しております。

役員の報酬及び退職手当については、国立大学法人鹿屋体育大学役員給与規則及び国立大学法人鹿屋体育大学役員退職手当規則に基づき支給し
ております。

- - - -

- -

- -

非常勤の教職員の給与については、国立大学法人鹿屋体育大学非常勤職員就業規則に基づき支給しております。

1,090,687 350 66,295 169,298

間接経費 -

役員・教職員の報酬又は給与等の支給人員は、年間平均支給人員数を記載しております。

- -

上段括弧内には、承継職員等に係る金額及び支給人員を内数で記載しております。

計
952,187 138 52,317 169,298

105,715 202 9,246 - -

注記事項 常勤職員とは、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）に基づく
「常勤職員」､「在外職員」､「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員と
は、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライ
ン）」（総務大臣策定）における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことであります。

7

7

-

7

984,971 148 57,048 169,298 7

- -

2

合　計

常　勤
952,187 138 52,317 169,298

非常勤
- -

計
414,444 74 23,349 70,604 2

504,878 263 33,853 70,604

- -

80,922 185 9,231 - -

2

423,955 78 24,622 70,604 2

職　員

常　勤
414,444 74 23,349 70,604

非常勤
- - -

4

541,569 81 30,520 89,646 4

20,890 14 15 - -

計
497,406 61 27,045 89,646

-

4

520,679 67 30,505 89,646 4

- -

1

教　員

常　勤
497,406 61 27,045 89,646

非常勤
- -

計
40,336 3 1,921 9,046 1

44,238 6 1,921 9,046

- -

3,902 3 - - -

1

40,336 3 1,921 9,046 1

役　員

常　勤
40,336 3 1,921 9,046

非常勤
- - -

区　分
報酬又は給与等 法定福利費 退職給付

金額 支給人員 支給人員

- - 69,505

金額 金額

計 - 72,740 - 603

合　計 間接経費 - - - - - - - - -

603 - - 69,505 2,631 -直接経費 - 72,740 -

その他につい
ては返還金を
記載

- - - - - -

- - - 52,947 267 -
授業料等減免費交
付金

文部科学省

直接経費 - 53,215 -

間接経費 - - -

- - - - - -

603 - - 15,922 - -

設備整備費補助金 文部科学省

直接経費 - 16,525 -

間接経費 - - -

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資　本
剰余金

長期預り
補助金等 収益

名称 交付元 経費の別 期首残高 当期交付額 期末残高 摘要
その他

2,631 -

当期振替額
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（21）　寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細

（21）－1　寄附金債務の明細

（単位：千円）

（21）－2　寄附金の受入額の明細

（単位：千円、件）

（22）　受託研究の明細

（単位：千円）

注）その他は返還金を記載。

（23）　共同研究の明細

（単位：千円）

注）その他は返還金を記載。

-

-

90

-

区　分 当期受入額 件　数

-

-

-

-

887 -

-

期末残高

217

116

-

-

307

116

-

455

-

-

その他

-

-

-

-

-

-

-

-

合　計
直接経費 3,441

間接経費 264 1,163 948 480

間接経費 68 90 159 -

4,539 4,471 3,053

-

455

196 1,073 789 480

その他
直接経費 830 909 975 763

- - -

株式会社等
直接経費 2,611 3,630 3,495 2,290

間接経費

- -

国立大学法人
直接経費 - - - -

間接経費 -

-

独立行政法人
直接経費 - - - -

間接経費 - -

地方公共団体
直接経費 - - - -

間接経費 - - -

- - -

間接経費 - - - -

合　計
直接経費 355

国
直接経費 -

共同研究契約
の相手方

経費の別 期首残高

間接経費

当期受入額 共同研究収益 期末残高

7,041 7,050 39

158 1,042 1,065 18

39

間接経費 - 154 135 18

- 41 -

その他
直接経費 - 514 474

- -

株式会社等
直接経費 355 - 138 -

間接経費 158

-

国立大学法人
直接経費 - - - -

間接経費 - -

独立行政法人
直接経費 - - - -

間接経費 - - -

地方公共団体
直接経費 - 6,527 6,436 -

間接経費 - 887

国
直接経費 - - - -

間接経費 - - -

合　計 42,162 717 現物寄附14,981千円（109件）

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益 その他

摘　要

鹿屋体育大学 42,162 717
当期受入額のうち14,981千円（109件）は現物寄附
によるものであります。

27,181 51,12036,568

当期増加額

摘要
寄附金収益 資本剰余金

運用損・
評価差額

その他

- - -

期末
残高資産見返

寄附金

-

期首残高

当期振替額

当期受入額
運用益・
評価差額

12,629-
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（24）　受託事業等の明細

（単位：千円）

（25）　科学研究費補助金の明細

（単位：千円、件）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

注）直接経費相当額については、外数として（　）内に記載しております。

（26）　上記以外の主な資産、負債の明細

　（26）-１　現金及び預金の明細

（単位：千円）

　（26）-２　未払金の明細

（単位：千円）

科学研究費補助金 挑戦的研究（萌芽）
2,400

2
690

187,003合　計

2,486

2,486

その他 113,775

（株）九電工鹿屋営業所

鹿児島水処理（株）

3,626

2,709

2,544

4,125

3,848

3,790

債　主 金　額 摘　要

34,852

12,760

旭工業（株）

南国情報サービス（株）

合　計 462,731

現　　金 182

普通預金 462,549

合　計
38,340

42
10,625

種　別 金　額 摘　要

科学研究費補助金 若手研究
7,600

7
2,280

科学研究費補助金 研究活動スタート支援
1,000

1
300

科学研究費補助金 基盤研究(Ｃ)
13,820

24
4,145

科学研究費補助金 基盤研究(Ａ)
400

2
120

科学研究費補助金 基盤研究(Ｂ)
11,300

5
3,090

間接経費 - - - -

種　目 当期受入 件　数 摘　要

- - - -

合　計
直接経費 - 10,736 10,736 -

- - -

その他
直接経費 - - - -

間接経費

- -

株式会社等
直接経費 - - - -

間接経費 -

-

国立大学法人
直接経費 - - - -

間接経費 - -

独立行政法人
直接経費 - - - -

間接経費 - - -

-

間接経費 - - - -

間接経費 - - - -

地方公共団体
直接経費 - 3,159 3,159

期末残高

国
直接経費 - 7,576 7,576 -

委託者等 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

（株）日さく九州営業所

富士通リース（株）

九州電力（株）鹿屋営業所

科学研究費補助金 特別研究員奨励費
1,820

-
1

-

-

-

-

丸善雄松堂（株）九州支店

（株）新生社印刷

（株）黒松製材建設

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

その他
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(27)　関連公益法人等に関する明細

①概要（令和4年3月31日現在）

関連公益法人等と当法人の取引の関連図

②財務状況

（単位：千円）

※収支計算書は作成していないため、記載は行っておりません。

③基本財産等の状況

④取引の状況

監事 津代　晃（国立大学法人鹿屋体育大学経営戦略課副課長（命）会計室長）

理事 塩川　勝行（国立大学法人鹿屋体育大学講師）

理事 村田　憲亮（国立大学法人鹿屋体育大学講師）

理事 中島　ナルミ

理事 窪田　博信

理事 小山　卓哉

監事 隅野　美砂輝（国立大学法人鹿屋体育大学講師）

理事 髙橋　仁大（国立大学法人鹿屋体育大学教授）

理事 瓜田　吉久（国立大学法人鹿屋体育大学教授）

理事 前谷　嘉一（国立大学法人鹿屋体育大学理事・副学長・事務局長）

副理事長 遠矢　和子

理事 隈元　成人

理事 村手　洋逸

理事 山下　達也

理事 風呂井　敬

理事長 松下　雅雄（国立大学法人鹿屋体育大学長）

名称

ＮＩＦＳスポーツクラブ
国立大学法人
鹿屋体育大学

国立大学法人鹿屋体育大学（以下、当法
人という。）との関係

国立大学法人鹿屋体育大学内において上記事業を主に開催

特定非営利活動法人　ＮＩＦＳスポーツクラブ

業務の概要
①スポーツ教室及びスポーツ大会等の開催事業
②スポーツや健康に関するセミナーや研修会等の開催事業
③スポーツに関する指導者及びスポーツボランティアの育成事業

副理事長 川西　正志（国立大学法人鹿屋体育大学客員教授）

専門的な知識・技術などの知的資源

健康・体力の維持増進

地域スポーツの振興に寄与　等

役員の氏名

専門的なスポーツ活動環境の提供　等

特定非営利活動法人ＮＩＦＳスポーツクラブの基本財産に対する出えん、拠出、寄附等はありません。
また、運営費、事業費等に充てるため当該事業年度において当法人が負担した会費・負担金等はありません。

収益の内訳
費用
B

費用の内訳

受取
補助金等

特定非営利活動法人NIFSスポーツクラブに対する債権・債務及び当法人が行っている債務保証はありません（３月末現在）。
また、当法人の事業収入のうち当法人の発注等に係る金額及びその割合については、該当ありません（令和３年度実績）。

資産 負債 正味財産
増減額
C＝A-B

正味財産
期首残高

正味財産
期末残高収益

A 事業費 管理費
その他
の費用

△ 2,393 3,5606,673 1,167 9,426 - 9,426

その他
の収益

1,16711,819 6,966 4,853 -7,841
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